
1. はじめに

令和元年東日本台風（台風19号）の
洪水により、全国で142箇所の河川堤
防が決壊し、甚大な人的・物的被害が
生じた。このように、近年、気候変動
が原因とみられる豪雨災害の激甚化に
より治水施設の能力を超える洪水が
多発しており、今後も河川堤防の決壊
（越水）による被害がさらに生じるこ
とが考えられる。
そこで、河川堤防を越水した場合で

あっても、避難のための時間を確保す
る、浸水面積を減少させるなど、被害
をできるだけ軽減することを目的に、
国土交通省では令和4年5月に「河川堤
防の強化に関する技術検討会」を設置
し、決壊しにくく、堤防が決壊するま
での時間を少しでも長くするなどの減
災効果を発揮する「粘り強い河川堤防」
の技術的検討が進められている1），2）。
また、令和5年3月には、国土交通省
より、越水に対して「粘り強い河川堤

防に関する技術」の公募が公表、技術
提案に求められる性能が規定され、越
水に対する性能に加えて、堤防に求め
られる基本的な機能や、設計に反映す
べき事項なども具体的に示された。
これに対し、鋼管杭・鋼矢板技術協
会では、本課題の解決策として、海岸
堤防や農水ため池堤防で豊富な実績を
有する鋼矢板二重壁構造に着目し、将
来的な河川堤防への適用を提案すべ
く、各種技術検討を進めている。取組
みの一つとして、長期供用中の鋼矢板
二重壁構造の既設堤防である、高知県
の国分川堤防の現地調査を令和3年よ
り進めており、本報では、主に調査内
容・結果について述べる。

2. �鋼矢板二重壁による越水に
対して粘り強い河川堤防

鋼矢板二重壁は、堤体内に鋼矢板を
配置することで、構造的に堅固な自立
部を形成することを特徴とする自立

型構造である。計画高
水位以下の水位の流水
の通常の作用に対する
堤防機能を有するとと
もに、豪雨等で越水が
生じ、法部が流出した
場合においても、所定
の外力に対し、鋼矢板
と土堤で構築された自
立部の安定性を保つこ
とで、堤防の天端高さ
を保持するものである。
基本的に、既往の鋼矢

板二重式仮締切工や海岸堤防、河川管
理施設等構造令に規定される自立式特
殊堤と類似構造であり、一般的な施工
法で容易に構築することができる。図
1に鋼矢板二重壁の概念図、実績例を
示す3），4）。

3. R4技術公募について

上述の通り、国土交通省より、越水
に対して「粘り強い河川堤防に関する
技術」の公募が公表され、表1の通り、
技術提案に求められる性能が示され
た。これによると、①既存の堤防の性
能を毀損しないこと（堤防に求められ
る基本的な機能・設計に反映すべき事
項・設計に当たって考慮すべき事項を
規定）、および②越水に対する粘り強い
性能を有する構造であること、の2つ
を満足することが求められている5）。
鋼矢板二重壁の適用において、「堤防

に求められる基本的な機能を長期的に
維持できる構造であること」は重要であ
り、具体的には、不同沈下に対する修復
容易性、基礎地盤及び堤体との一体性・
なじみ、構造物の耐久性、維持管理の容
易性などが挙げられる。このような基本
的な機能の長期的維持に関する要求性
能を満たすべく、堤体と堤体内に配置さ
れる鋼矢板の近傍地盤に、水みちの発
生につながる空洞化や矢板施工などの
影響による緩みが発生していないか、対
策端部における不同沈下の発生有無や、
浸透流の廻り込みによる局所的な動水
勾配の高まりによるパイピング現象が生
じていないか等を確認する必要がある。

鋼矢板二重壁を用いた
河川堤防の長期安定性に関する現地調査

鋼矢板技術委員会／河川堤防小委員会

図1　鋼矢板二重壁の概念図および実績例
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そこで、高知県国分川に位置する供
用9年あるいは15年経過した鋼矢板二
重壁の既設堤防を対象に現地調査を進
めてきた。

4. 高知県国分川堤防について

（1）概要
南海トラフ地震は、今後30年以内の
発生確率が70～80％と想定されてお
り、震度7の揺れと巨大津波の脅威が
差し迫っている状況である。この状況
の中、高知県では高知市の浸水被害の
最小化を目標に、浦戸湾の海岸・河川
堤防の耐震（液状化）・津波対策が平
成20年度より進められている。
対策工法の中で、「二重鋼矢板工法

（鋼矢板二重壁）」を用いた液状化対策
を検討した結果、経済性・施工性での
優位性が評価され建設コスト・工期縮
減に繋がる有効な対策工として本工
法が採用された。対策区間は、一般の
土堤とは異なり既設の三面張構造の高
潮堤防として構成されており、河川堤
防の両法肩には鋼矢板が打設されてい
る。図2に対策区間の平面図を示す。
対策・無対策区間の不同沈下や、鋼
矢板と堤体との一体性・なじみの課
題が考えられることから、長期的な機
能の継続性、維持管理方法を検証すべ
く、現地での追跡調査や対応策の検討
を、高知県と鋼管杭・鋼矢板技術協会
との共同で実施してきている。
（2）設計
「二重鋼矢板工法」を用いた液
状化対策を検討するに当たり、「河
川構造物の耐震性能照査指針」
（H19→H24.2→H28.3）、「河川堤防の液

状化対策工法マニュア
ル」（H9.10）および「河
川堤防の液状化対策の
手引き」（H28.3）の考え
方を用いて、レベル2地
震動後の堤防高さが、
照査外水位を下回らないように照査す
ることで対策工法の諸元を決定してい
る（静的自重解析（ALID）または動的
有効応力解析（FLIP等）による）。
ここで、上記マニュアルや設計手引
きでは、法尻での矢板対策が原則と
なっているが、比較検討の結果、鋼矢
板が堤防天端（法肩）に配置される二
重鋼矢板が最も有効であり、経済性・
施工性も優位であったため、「二重鋼
矢板工法」が採用されている。
（3）施工
「二重鋼矢板工法」は、既設堤防の川
表および川裏法肩に鋼矢板を打設する
ものである。その施工手順フローは、
準備工→舗装取壊し→床掘り→矢板工
→矢板上部工（タイロッド設置、鉄筋
組立、コンクリート打設、養生、脱型）
→舗装工の工程となる。
矢板工（鋼矢板打設）は、堤防天端

にラフテレーンクレーンを設置後、堤
体への影響も考慮してサイレントパイ
ラーによる圧入工法（単独圧入）を基
本として、硬質地盤箇所においては硬
質地盤用のオーガ併用圧入を用いてい
る。地盤条件としては、堤体（礫質土（B
層））、砂質土（As層）および粘性土（Ac
層）が標準的な層序となっている。
（4）履歴
1）築堤履歴
各区間はもともと河川が分布してお
り、川裏側（堤内地側）は埋め立てら

れたものである。また、各年代の航空
写真（1962年、1975年、2010年および
現在）より、各区間の築堤履歴を下記
の通り推察している。
・�既設区間①：1962年、1975年には
水面が確認され、2010年以前に埋
め立て・築堤が実施されていること
から、築堤から少なくとも10年程度
は経過していると考えられる。対策
工は2014年に施工、供用9年（調査
2022年時点で8年）経過している。
・既設区間②：同上
・�既設区間③：1962年には水面が確
認され、1975年以前に埋め立て・
築堤が実施されていることから、
築堤から少なくとも50年程度は経
過している。対策工は2008年に施
工、供用15年（調査2023時点）経
過している。

2）被災履歴
高知県の地震（震度5以上）および
洪水による被災履歴を表2に示す。高
知市内ではいずれも対策工の施工前の
被災で、「二重鋼矢板工法」の対策後の
被災履歴（震度5以上）は今のところ
生じていない。

5. 調査内容および結果

上述の通り、「堤防に求められる基本
的な機能を長期的に維持できる構造」
であるか否かが重要であり、調査目的

表1　技術提案で求める性能

図2　対策区間図

図3　サイレントパイラーによる鋼矢板圧入状況
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は、堤体内に鋼矢板を設置することに
よる長期的影響を評価することである。
その観点から調査内容を検討、鋼矢板
二重壁構造の既設堤防の経年変化を堤
体内・外部から調査することとした。
（1）堤体外部
1）外観調査
鋼矢板二重壁についても、まずは維
持管理は土堤と同様の管理が基本と考
えられるため、国土交通省の「堤防等
河川管理施設及び河道の点検・評価
要領（H31）」6）に基づき、目視点検（外
観調査）を行い、外観変状による弱部
発生の有無を調査した。点検事項（変
状）は、上記要領の土堤および高潮堤
防（被覆構造堤防）を参考とした。
調査位置を図4に示す。供用15年が

経過した鋼矢板二重壁の区間（③）と、
供用9年が経過した鋼矢板二重壁と無
対策の区間（①・②）にて調査を実施した。
調査箇所は、三面張のうち、川表法
面、天端パラペット、天端および川裏
法面、調査項目は、クラック、目地開
き、段差・沈下、ジャンカ・欠損、エ
フロ（遊離石灰）、コールドジョイント
およびズレである。

a）�区間①（鋼矢板二重
壁・無対策）

対策区間および無対
策区間とも、クラック、
目地開きの変状の発生
割合が多かった。特に、
確認される変状の半数
は目地開きであり、ク
ラック幅や目地開き幅
は大きな違いは見られ
なかった。また、ジャン
カ・欠損、エフロなど
のコンクリートの劣化
に伴う変状が多く確認
された。
一方で、対策区間で
は川裏法面での段差・
沈下の変状が確認され
たが、これは鋼矢板に
支持された堤防天端と
の間に相対的に段差・
沈下が生じたものと推
定される。

b）区間②（鋼矢板二重壁・無対策）
区間②は、対策区間および無対策区

間で堤防形状（川裏法面）が異なるが、
区間①の調査結果とほぼ同様であった。
c）区間③（鋼矢板二重壁）
区間③は、目地開き、樹木進入の変
状の発生割合が多かった。また、区間
①・②の対策区間と同様に、川裏法面
での段差・沈下の変状が確認された。
このように、変状の発生割合は対策
有無で大差はなく、対策・無対策とも三
面張のほぼ同等の外観を保持している。
川裏法面（法肩）の段差・沈下が対策区
間で局所的に確認されたが、これは鋼矢
板二重壁施工前からの空洞が進行、川
裏法面が沈下したもので、鋼矢板に支
持された堤防天端との間に相対的に段
差・沈下が生じたものと推定される。そ
の理由として、下記3点が挙げられる。
①�後述のボーリングによる堤体の下の
Ac層のサンプリングおよび圧密試
験結果より、鋼矢板二重壁施工時に
はすでに過圧密状態であったこと
が判明、圧密沈下による鋼矢板の抜
け上がりが原因ではないこと
②�川裏法面のスコープ調査より、いず

れの削孔位置においても隙間は少
なく、法覆工背面における空洞は確
認されなかった。空洞進行に法覆
工が追随したものと推定される。
③�後述のドローン測量より、無対策
でも法肩付近が低いことが判明、
ただし堤防天端の端部も下がって
いるため、相対的な段差・沈下と
して現れなかった

2）ドローン測量
ドローンによる測量技術は2010年頃
から実用化されており、河川分野での
ドローン測量技術の活用としては、国
土交通省等の河川管理者の維持管理業
務等に適用されている。本ドローン測
量により、堤防天端の沈下による越水
被害増大の可能性の有無を調査した。
調査位置は、1）外観調査と同様である。
ドローン測量では、点群データより地
表面の標高を計測し、地表面に発生する
沈下量の測定を実施した。なお、地表面
の沈下量は、堤防の目地間を1枚の面と
して考え、その範囲内で測定された地表
面の高さ（点群の高さ）を平均し、測定
された各点群との差分を取ることによ
り、地表面に発生する不陸を評価した。
a）�区間①（鋼矢板二重壁・無対策）図5
対策区間では、堤防天端のグラデー
ションの差異からも分かるように、不
陸（凹凸）の差はほとんど生じていな
かった。堤防天端高の不陸が少ないこ
とから、対策後に沈下が生じている可
能性は小さく、堤防天端高を維持して
いることが確認された。
一方で、無対策区間では、堤防天端
は中央付近の高さが高く（暖色系）、川
表法肩および川裏法肩付近の高さが低
く（寒色系）、不陸の差が大きいことが
確認された。
なお、対策区間では、川裏法肩で暖
色系と寒色系の差の大きい箇所が部
分的に見られるが、これは上述の外観
調査により、川裏法面が沈下したもの
で、鋼矢板に支持された堤防天端との
間に相対的に段差・沈下が確認された
箇所であると考えられる。
b）区間②（鋼矢板二重壁・無対策）図6
区間②は、区間①の調査結果とほぼ
同様であった。

図4　調査位置

表2　履歴年表

年代 既設区間①② 既設区間③ 地震 洪水

1960 1968日向灘M7.5
（宿毛市震度5）

1970 1975築堤
1975台風5号
1982台風13号
1998台風7号
（高知豪雨）

2000 2008対策工 2001安芸灘M6.7
（高知市震度5弱）

2010 2010築堤2014対策工
2014伊予灘M6.2
（宿毛市震度5弱）

2020 2022日向灘M6.6
（宿毛市震度5弱）
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c）区間③（鋼矢板二重壁）図7
対策区間では、堤防天端は全体に特
徴的な凹凸面は確認されず、不陸の差
は小さく、堤防天端高を維持している
ことが確認された。
なお、川裏法肩付近では区間①同様
に、鋼矢板に支持された堤防天端との
間に相対的に段差・沈下が発生してい
ることが考えられる。
これらのことから、いずれの対策区
間においても、堤防天端の不陸は小さ
く、維持管理上問題ないことが確認さ
れた。出水·地震の被災履歴はなしも、
10～15年スパンで堤防天端高を維持
していることが観察された。
（2）堤体内部
1）�スクリューウェイト貫入試験
上記の「点検・評価要領」にも、「堤
防内に材料の異なる構造物が含まれ
ると、その境界面は浸透水の水みちと
なりやすく…」と記載されている。そ
こで、堤体と鋼矢板との長期的な一体
性・なじみについて、水みちの発生・
パイピング現象に着目、樋門・樋管周
辺の空洞や緩み調査で用いられている
スクリューウェイト貫入試験を適用
し、堤防横断方向および縦断方向の地
盤強度分布を調査した7）。
スクリューウェイト貫入試験では、
先端部にスクリューポイントを有する
試験装置を用いて、おもりの載荷によ
る自沈量と試験装置の半回転数を計測
することで、静的貫入抵抗を計測した。
調査場所を図8に示す。供用15年が

経過した鋼矢板二重壁の区間（No.1・
No.2）と、無対策の区間（No.3）、供用9
年が経過した鋼矢板二重壁と無対策の
境界部区間（No.4）にて調査を実施した。
No.1からNo.3では、堤防横断方向を

対象に、鋼矢板近傍から0.5m、1.0m、
2.0m、3.0mの地点を計測した。No.4は、
堤防横断方向に加え、対策境界部での
地盤の強度分布を調査するために、対
策境界部から、堤防縦断方向に対して
0.5m、1.5m、2.5mの地点を調査した。
なお、スクリューウェイト貫入試験に
先立ち、各地点の法面被覆コンクリー
トを削孔・スコープ調査も行い、被覆
工背面の空洞の有無も確認している。

調査した堤防の断面図（一例）を図
9に示す。どの調査地点においても、
堤体内部の地盤は礫質地盤（Bg層）と
砂質土層（Bs層）で構成されており、
堤防高さは4.0m～4.5m程度であった
ため、本調査では、堤防天端から5.0m
深さまでを調査深度として設定し、

Bg層とBs層を対象に調査を行った。
各調査地点における土質毎（Bg層・
Bs層）の鋼矢板からの離隔と換算N値
の関係を図10～14に示す。ここで、換算
N値においては、深度方向に地盤強度の
ばらつきが見られたため、今回は確率分
布における最頻値を代表値として、地盤

図5　地表面不陸測定状況（区間①）

図6　地表面不陸測定状況（区間②）

図7　地表面不陸測定状況（区間③）

図8　調査位置
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の強度分布を評価することとした。
a）対策区間（鋼矢板二重壁）
No.1・2（横断方向）の結果（図10～

11）について、Bg層・Bs層ともに、堤
体の幅方向に対して地盤強度に多少の
ばらつきは見られるが、大きな強度変
化は確認されず、鋼矢板周辺で地盤の
緩みは発生していなかった。
b）無対策区間
No.3（横断方向）（図12）においても、
各層において堤体の幅方向に対しての
地盤強度の変化は確認されなかった。
c）�境界部区間（鋼矢板二重壁と無対策）
No.4（横断方向）（図13）においては、

上記と同じく、各層において鋼矢板周
辺での地盤の緩みは確認されなかっ
た。また、対策境界部で実施したNo.4
（縦断方向）（図14）においても、各層で
地盤の強度分布に大きな差異は見られ

ず、対策境界部での地盤の局所的な緩
みは見られなかった。
このように、いずれの区間においても、
鋼矢板周辺で地盤に緩み・強度低下は
確認されず、鋼矢板と地盤との間に一体
性・なじみを有していると考えられる。
出水・地震被害は経験なしも、10～15
年スパンで長期的に安定していること
が推察される。
2） ボーリング調査、圧密試験
堤体の下に軟弱な粘性土層が存在し
ているため、基礎地盤の圧密特性の把
握を目的に、ボーリングによるサンプ
リングおよび圧密試験を実施した。調
査場所はNo.2とした。
対策区間における、川裏法面の段
差・沈下の変状メカニズムとして、図
15の2つのパターンが考えられる。
・�パターン①：鋼矢板二重壁の施工

前に、既に川裏法面背面に堤体盛
土の体積圧縮沈下による空洞が形
成され、その後、川裏法面背面の
空洞が進行し、天端と法面の相対
沈下が発生した
・�パターン②：軟弱な粘性土（Ac層）
の圧密沈下に伴い、鋼矢板の抜け
上がりが発生し、川裏法肩に段差・
沈下が発生した
そこで、本メカニズムを把握するた
め、基礎地盤の圧密特性を、サンプリ
ング・圧密試験により確認した。対象
は、当該地に分布する軟弱な粘性土
（Ac2層）である。圧密試験結果より、
Ac2層の圧密降伏応力pcは314kN/
m2、盛土後の有効土被り圧よりも大き
く、過圧密状態にあると考えられ、築
堤盛土による圧密沈下は生じなかった
と考えられる。
よって、鋼矢板二重壁の施工後の圧
密沈下は発生していないと推察され、
パターン②の鋼矢板の抜け上がりによ
る変状は発生しておらず、パターン①
の盛土の体積圧縮沈下と考えられる8）。
3） �光ファイバ、挿入式傾斜計、腐食調
査サンプル

鋼矢板壁の土中腐食や変状について
は、必要に応じて光ファイバなどの計

図10　No.1の横断方向の換算N値 図11　No.2の横断方向の換算N値

図12　No.3の横断方向の換算N値 図13　No.4の横断方向の換算N値 図14　No.4の縦断方向の換算N値

図15　段差・沈下の変状発生メカニズム

図9　調査した堤防の断面図（一例）
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測・調査技術を用いた点検・管理も可
能である。また、鋼材サンプルを土堤
部に埋め込み、一定期間を置いた後、
定期点検のタイミングで引抜き、腐食
量を経時的に調査するなど、補助的な
管理手法の適用も可能である9）。これ
らは、新設区間において試験的に設置
しモニタリングを継続している。
光ファイバは、光ファイバセンサの
伸び縮みによるひずみの計測はもとよ
り、発錆厚も推定できるようにした計
測器であり、材料的な安定性から長期
的な計測が可能とされている。また、
腐食調査サンプルは、光ファイバと合
わせて、鋼矢板の錆の状況を把握でき
るようにしたものである。
このように、不可視部の土中の鋼矢板
の変形や、発錆に伴う断面減少による変
形をひずみより計測することが可能であ
る。現時点では新設区間での設置で時
間が経過しておらず、初期値のみで経年
変化はまだ把握できていないが、今後一
般的な技術として適用が期待される。

6. 維持管理手法への反映

上記の国分川堤防における各種調査
も踏まえ、鋼矢板二重壁の経年変化を
把握する上で、長期的な視点での維持
管理の手法は表3が考えられる。
点検時期は、「堤防等河川管理施設
及び河道の点検・評価要領（H31）」6）

を基本とし、
（1）出水期、台風期
（2）出水後、地震後（震度5以上）
とするが、水みちの発生につながる、
（3）�空洞化が疑われる場合（抜け上

がり、亀裂）
も想定するものとする。
また、変状毎の点検結果の評価も「点
検・評価要領」を基本とし、目視点検の、
1次診断（（1）（2））として、
a：異常なし
b：要監視段階
c：予防保全段階
d：措置段階

の点検結果評価区分により行う。ここ
で、土堤は材料の不確実性から、変状
が急激に進行する可能性があり、劣化

予測困難であることから、c：予防保
全段階を設定しない変状種別があった
が、品質安定性の高い鋼矢板二重壁で
は評価可能と考えられ、定期点検を行
い、予防保全に努め、軽微で容易な補
修・修復に留まるよう対策を講じるこ
とが望ましい。
ただし、目視点検での評価が困難な
場合は、
2次診断（（3））として、
空洞化調査、変位計測、ボーリン
グ調査、など

の追加調査を行い、評価を行うものと
する。

7. まとめ

国土交通省の、越水に対して「粘り
強い河川堤防に関する技術」に関して、
鋼管杭・鋼矢板技術協会では、海岸堤
防や農水ため池堤防で豊富な実績を有
する鋼矢板二重壁構造の技術整備を進
めるべく、堤防に求められる性能につ
いて検証してきた。上記性能のうち、
基本的な機能の長期的維持に関する要
求性能を満たすためには、不同沈下に
対する修復容易性、基礎地盤及び堤体
との一体性・なじみ、構造物の耐久性、
維持管理の容易性などを勘案する必要
があり、本構造を有する既設堤防の経
年変化を調査した結果、以下について
知見を得た。
①�「点検・評価要領」に基づき、外観
調査（目視点検）を実施したところ、
変状の発生割合は対策有無で大差な
く、対策・無対策とも三面張のほぼ
同等の外観を保持していた。

②�ドローンを活用した写真測量を実施、
地表面に発生する沈下量を測定し、
堤防の沈下・不陸の有無を確認した
ところ、いずれの対策区間において

も、堤防天端の不陸は小さく、維持管
理上の問題が生じていないことを確
認した。
③�堤体と堤体内に配置された鋼矢板に
おける長期的な一体性・なじみを検
証することを目的に、鋼矢板二重壁で
補強された既設堤防を対象に、スク
リューウェイト貫入試験を実施した。
その結果、堤防横断方向における鋼矢
板周辺地盤、および堤防縦断方向にお
ける対策境界部で、地盤の強度分布に
大きな違いは見られなかった。
今後も、鋼矢板二重壁を対象に、一

体性・なじみをはじめとする経年変化
に係る現地調査・モニタリングを継続
するなどデータを蓄積・評価し、長期
的な視点での鋼矢板二重壁の維持管理
手法の整備を進める所存である。
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表3　維持管理手法

発生現象 発生部位 モニタリング項目�
（変状） 調査方法

①�変形・沈下・
段差・陥没・
ひび割れ

土堤部分
変位、沈下、亀裂、陥没、不陸、
抜け上がり、相対変位、目地開き、
漏水・噴砂跡

外観調査、ドローン測量、MMS（車両搭
載型レーザー計測）、スコープ、圧密試験
（国交省の点検・評価要領準拠）

②��水みち・
　パイピング

鋼矢板と地盤の
なじみ（不可視部）

空洞化、緩み
抜け上がり、亀裂

スクリューウェイト貫入試験、�
（物理探査）外観調査

③部材損傷
鋼矢板二重壁部分�
（コア部）タイロッド含む
（不可視部）

変位、腐食
光ファイバ、挿入式傾斜計、腐食調査サ
ンプル（鋼矢板護岸の補修・補強・更
新マニュアル参照）
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